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(57)【要約】
【課題】広い温度範囲での性能安定性の向上したタイヤ
を提供する。
【解決手段】骨格部材が樹脂材料からなるタイヤであっ
て、前記樹脂材料が、芳香族ジアミン及び脂肪族ジカル
ボン酸を重合させてなるポリアミド樹脂を50質量％以上
、ガラス転移点が0℃以下である柔軟性成分を30質量％
未満含む樹脂組成物からなることを特徴とする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　骨格部材が樹脂材料からなるタイヤであって、
　前記樹脂材料が、芳香族ジアミン及び脂肪族ジカルボン酸を重合させてなるポリアミド
樹脂を50質量％以上、ガラス転移点が0℃以下である柔軟性成分を30質量％未満含む樹脂
組成物からなることを特徴とする、タイヤ。
【請求項２】
　前記柔軟性成分が、ポリエチレン、ポリプロピレン、エチレン－プロピレンゴム、エチ
レン－１－ブテン共重合体、ポリα―オレフィン、アクリルゴム及びスチレン－エチレン
－ブチレン－スチレン共重合体からなる群より選択される少なくとも一種を含むことを特
徴とする、請求項１に記載のタイヤ。
【請求項３】
　前記柔軟性成分の少なくとも一部に、無水マレイン酸が、共重合若しくはグラフトされ
ていることを特徴とする、請求項１又は２に記載のタイヤ。
【請求項４】
　前記柔軟性成分の少なくとも一部に、エポキシ末端アクリル酸エステルが、共重合若し
くはグラフトされていることを特徴とする、請求項１又は２に記載のタイヤ。
【請求項５】
　前記樹脂組成物は、前記ポリアミド樹脂及び前記柔軟性成分が海－島構造を形成し、該
島部分の平均直径が3μm以下であることを特徴とする、請求項１～４のいずれか１項に記
載のタイヤ。
【請求項６】
　前記島部分の平均直径が、1.5μm以下であることを特徴とする、請求項５に記載のタイ
ヤ。
【請求項７】
　車軸に取り付けられる取付け体と、該取付け体に外装される内筒体及び該内筒体をタイ
ヤ径方向の外側から囲繞する外筒体を有するリング部材と、前記内筒体と前記外筒体の間
にタイヤ周方向に沿って複数配置された、前記両筒体同士を連結する連結部材と、前記リ
ング部材の外筒体のタイヤ径方向外側に設けられた加硫ゴムからなるトレッド部材とを備
えた非空気入りタイヤであって、
　前記骨格部材である前記リング部材及び前記連結部材が、前記樹脂材料からなることを
特徴とする、請求項１～６のいずれか１項に記載のタイヤ。
【請求項８】
　リムに装着された環状のタイヤ骨格体と、該タイヤ骨格体の外周に配設された補強コー
ド層とを備える空気入りタイヤであって、
　前記骨格部材である環状のタイヤ骨格体が、前記樹脂材料からなることを特徴とする、
請求項１～６のいずれか１項に記載のタイヤ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、骨格部材が樹脂材料からなるタイヤに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年では、軽量化やリサイクルのし易さから、タイヤ骨格部分を樹脂材料（例えば、熱
可塑性樹脂）で形成したタイヤが開発されている。
　例えば、特許文献１には、樹脂材料で形成した環状のタイヤ骨格部材のクラウン部外周
に補強層を配設してタイヤ骨格部材を補強したタイヤが開示されている。
【０００３】
　また、パンクの発生を回避するため、内部に加圧空気を充填する必要の無いタイヤが開
示されており、例えば、車両からの荷重を支持する支持構造体、支持構造体の外周側に設
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けられるベルト層（設けなくても良い）、ベルト層の外側（外周側）に設けられたトレッ
ド層などを備え、支持構造体を、例えば樹脂により一体成形することが可能な「非空気圧
タイヤ」（特許文献１参照）が提案されている。
　なお、この「非空気圧タイヤ」におけるベルト層は、スチールコード等をゴム引きした
層を積層して形成されており、樹脂により形成された支持構造体の外周側に接合される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１１－４２２３５号公報
【特許文献２】特開２０１１－２１９００９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　なお、樹脂材料から構成された骨格部材ついては、様々な温度環境、速度、路面状態で
の使用を考慮すると、使用環境が変化した場合であっても安定した性能を発揮する（性能
安定性を有する）ことが要求される。特に、温度環境については、冬場の寒冷地で－20℃
程度、夏場のアスファルト路面で60℃以上にも達することから、広い温度範囲での性能安
定性がの改善が望まれていた。
　例えば、非空気入りタイヤを構成する支持構造体の場合は、その弾性率が、タイヤの乗
り心地に関わる縦剛性に大きく影響を与えるとともに、操縦安定性に関わる横剛性及びね
じり剛性に対しても大きく影響を与える。そのため、例えば－20℃～60℃といった広い温
度範囲において弾性率に大きな変化が無いことが要求される。
【０００６】
　そこで、本発明の目的は、広い温度範囲での性能安定性の向上したタイヤを提供するこ
とにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、骨格部材が樹脂材料からなるタイヤについて、上記目的を達成するべく
鋭意研究を行った。
　そして、前記樹脂材料について、特定のポリアミド樹脂を主成分とすることによって、
広い温度範囲（特に－20～60℃の範囲）において弾性率等の性能変化を抑えることができ
るとともに、低温環境下での性能を向上できることを見出し、本発明を完成させるに至っ
た。
【０００８】
　即ち、本発明のタイヤは、骨格部材が樹脂材料からなるタイヤであって、
　前記樹脂材料が、芳香族ジアミン及び脂肪族ジカルボン酸を重合させてなるポリアミド
樹脂を50質量％以上、ガラス転移点が0℃以下である柔軟性成分を30質量％未満含む樹脂
組成物からなることを特徴とする。
　上記構成によれば、広い温度範囲での性能安定性の向上を図ることができる。
【０００９】
　また、本発明の非空気入りタイヤでは、前記柔軟性成分が、ポリエチレン、ポリプロピ
レン、エチレン－プロピレンゴム、エチレン－１－ブテン共重合体、ポリα―オレフィン
、アクリルゴム及びスチレン－エチレン－ブチレン－スチレン共重合体からなる群より選
択される少なくとも一種を含むことが好ましい。広い温度範囲において、より優れた性能
安定性を得ることができるためである。
【００１０】
　さらに、本発明の非空気入りタイヤでは、前記柔軟性成分の少なくとも一部に、無水マ
レイン酸又はエポキシ末端アクリル酸エステルが、共重合又はグラフトされていることが
好ましい。低温でのより優れた性能安定性を得ることができるためである。
【００１１】
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　さらにまた、本発明の非空気入りタイヤでは、前記樹脂組成物の前記ポリアミド樹脂及
び前記柔軟性成分が海－島構造を形成し、該島部分の平均直径が3μm以下であることが好
ましく、1.5μm以下であることがより好ましい。より優れた耐衝撃性を実現できるからで
ある。
【００１２】
　また、本発明のタイヤは、軸に取り付けられる取付け体と、該取付け体に外装される内
筒体及び該内筒体をタイヤ径方向の外側から囲繞する外筒体を有するリング部材と、前記
内筒体と前記外筒体の間にタイヤ周方向に沿って複数配置された、前記両筒体同士を連結
する連結部材と、前記リング部材の外筒体のタイヤ径方向外側に設けられた加硫ゴムから
なるトレッド部材とを備えた非空気入りタイヤであって、前記骨格部材である前記リング
部材及び前記連結部材が、前記樹脂材料からなることが好ましい。
　高温成形による問題を招くことなく、広い温度範囲での性能安定性の向上が図られた非
空気入りタイヤを得ることができるからである。
【００１３】
　さらに、本発明のタイヤは、リムに装着された環状のタイヤ骨格体と、該タイヤ骨格体
の外周に配設された補強コード層とを備える空気入りタイヤであって、前記骨格部材であ
る環状のタイヤ骨格体が、前記樹脂材料からなることが好ましい。
　広い温度範囲での性能安定性の向上が図られた空気入りタイヤを得ることができるから
である。
【発明の効果】
【００１４】
　この発明によれば、広い温度範囲での性能安定性の向上したタイヤを提供することがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】この発明の一実施の形態に係る非空気入りタイヤの構成を模式的に示す、タイヤ
側面から見た説明図である。
【図２】図１の一部を拡大して示す説明図である。
【図３】他の例による連結部材により連結された内筒体と外筒体を示し、（ａ）は正面図
、（ｂ）は斜視図である。
【図４】（ａ）は、本発明の一実施形態のタイヤのタイヤ回転軸に沿った断面を示す断面
図であり、（ｂ）は、本発明の一実施形態のタイヤのタイヤにリムを嵌合させた状態のビ
ード部のタイヤ回転軸に沿った断面を示す拡大断面図である。
【図５】本発明の一実施形態のタイヤのタイヤケースのクラウン部に補強コードが埋設さ
れた状態を示すタイヤ回転軸に沿った断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、この発明を実施するための一形態について、必要に応じて図面を参照して説明す
る。
　本発明のタイヤは、骨格部材が樹脂材料からなるタイヤである。ここで、前記タイヤの
骨格部材とは、タイヤ骨格を構成する部材、より具体的には、タイヤトレッドの形状を維
持するため、タイヤ内方から外方へ向かってゴム部材を支持する部材のことを意味してい
る。例えば、空気入りタイヤにおける、タイヤ骨格体（ケース部）等や、非空気入りタイ
ヤにおける、リング部材及び前記連結部材（スポーク構造）等のことである。
【００１７】
　そして、本発明は、前記樹脂材料が、芳香族ジアミン及び脂肪族ジカルボン酸を重合さ
せてなるポリアミド樹脂を50質量％以上、ガラス転移点が0℃以下である柔軟性成分を30
質量％未満含む樹脂組成物からなることを特徴とする。
　前記骨格部材を構成する樹脂材料として、芳香族ジアミン及び脂肪族ジカルボン酸を重
合させてなるポリアミド樹脂を70質量％以上、ガラス転移点が0℃以下である柔軟性成分
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を30質量％未満含む樹脂組成物を用いることで、広い温度範囲（特に－20～60℃の範囲）
において弾性率等の性能変化を抑えることができるとともに、成形時に樹脂を高温にする
必要がないため、成形時に樹脂が劣化することを抑制できる。また、前記ポリアミド樹脂
は、広い温度範囲において性能差が生じにくい樹脂であり、融点についても250℃程度で
あるため、過度な加熱を行うことなく、骨格部材の成形が可能となる。さらに、本発明で
は、前記樹脂組成物中にガラス転移点が0℃以下の柔軟性成分を含んでいるため、低温環
境下において良好な弾性を維持でき、耐衝撃性についても向上できる。
【００１８】
　ここで、前記ポリアミド樹脂を構成する芳香族ジアミンについては特に限定はされず、
例えば、メタキシレンジアミン、パラキシレンジアミン、パラフェニレンジアミン、メタ
フェニレンジアミン等が挙げられる。
　また、前記ポリアミド樹脂を構成する脂肪族ジカルボン酸については特に限定はされず
、例えば、アジピン酸、セバシン酸、スベリン酸、ピメリン酸、アゼライン酸、等が挙げ
られる。
【００１９】
　前記ポリアミド樹脂については、上述した芳香族ジアミン及び脂肪族ジカルボン酸を重
合させてなるものであれば特に限定はされない。例えば、PA MXD6、PA MXD10、PA MXD12
等が挙げられ、その中でも、MXD6、PA MXD10を用いることが好ましい。
【００２０】
　また、前記樹脂組成物中のポリアミド樹脂の含有量については、広い温度範囲での性能
安定性を確保する点から50質量％とする。また、広い温度範囲においてより優れた性能安
定性を得る点からは60質量％以上とすることが好ましく、70質量％以上とすることがより
好ましい。ただし、前記ポリアミド樹脂の含有量が大きくなりすぎると、前記ケース部２
０の耐久性が低下するおそれがあるため、前記ポリアミド樹脂の含有量の上限は　90質量
％程度であることが好ましい。
【００２１】
　また、前記柔軟性成分とは、23℃におけるヤング率が前記ポリアミド樹脂よりも低いも
のをいい、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、エチレン－プロピレンゴム、ポリα
―オレフィン、アクリルゴム、スチレン－エチレン－ブチレン－スチレン共重合体、エチ
レン－１－ブテン共重合体等が挙げられる。その中でも、前記柔軟性成分が、エチレン－
プロピレンゴム、ポリα―オレフィン、アクリルゴム、スチレン－エチレン－ブチレン－
スチレン共重合体及びエチレン－１－ブテン共重合体からなる群より選択される少なくと
も一種を含むことが好ましい。より優れた弾性及び耐衝撃性を得ることができるからであ
る。
【００２２】
　さらに、前記柔軟性成分は、その少なくとも一部に、無水マレイン酸又はエポキシ末端
アクリル酸エステルが、共重合又はグラフトされていることが好ましい。ポリアミド樹脂
の末端基と反応し、柔軟性分が分散し易くなるからである。
【００２３】
　なお、前記柔軟性成分のガラス転移点（Tg）を0℃以下としたのは、低温下での耐衝撃
性を確保するためである。また、同様の観点から、前記柔軟性成分のガラス転移点（Tg）
は、－20℃以下であることが好ましい。
【００２４】
　前記樹脂組成物における前記柔軟性成分の含有量については、30質量％未満とする。該
柔軟性成分は、広い温度範囲において良好な弾性を確保することができるものの、30質量
％以上含有する場合には、強度の低下を招くためである。
【００２５】
　また、前記樹脂組成物においては、前記ポリアミド樹脂及び前記柔軟性成分が海－島構
造を形成することが好ましい。ポリアミド樹脂の特性を大きく損なうことなく柔軟性分に
よる改質を行う事ができるからである。
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　ここで、前記ポリアミド樹脂及び前記柔軟性成分が海－島構造を形成するとは、前記ポ
リアミド樹脂と、前記柔軟性成分とが相溶状態となっておらず相分離状態のことをいい、
島構造に該当する前記柔軟性成分が、凝集しておらず、前記ポリアミド樹脂中に分散した
状態であることを示す。
【００２６】
　さらに、前記柔軟性成分が構成する島部分の平均直径が、3μm以下であることが好まし
く、1.5μm以下であることがより好ましい。ポリアミド樹脂の特性を損なうことがないか
らである。柔軟性分の直径が大きくなり過ぎると強度が低くなる等、柔軟性分のデメリッ
トが出るおそれもある。
　なお、前記島部分とは、前記柔軟性成分からなる粒子又は該前記柔軟性成分が凝集して
構成された凝集体のことをいう。また、前記島部分の平均直径とは、AFM（原子間力顕微
鏡）にて30μm視野の画像を取得し、島成分の面積を任意の画像処理ソフトウェア（例え
ばImageJ等）にて計算し、真円と仮定して直径を算出し、それらの平均をとったものであ
る。
【００２７】
　なお、前記樹脂組成物については、上述した、ポリアミド樹脂及び柔軟性成分の他にも
、例えば老化防止剤、可塑剤、充填剤、若しくは顔料等の添加物を、一種以上含むことが
できる。
【００２８】
（非空気入りタイヤ）
　次に、本発明の非空気入りタイヤについて説明する。
　図１は、この発明の一実施の形態に係る非空気入りタイヤの構成を模式的に示す、タイ
ヤ側面から見た説明図である。図２は、図１の一部を拡大して示す説明図である。なお、
図２では、理解し易いように、後述する複数の第１弾性連結板２１及び複数の第２弾性連
結板２２のうち、それぞれ一つの第１弾性連結板２１及び第２弾性連結板２２のみを、実
線で強調して描いている。
【００２９】
　図１及び図２に示すように、本実施形態の非空気入りタイヤ１０は、車軸（図示しない
）に取り付けられる取付け体１１と、取付け体１１に外装される内筒体１２及び内筒体１
２をタイヤ径方向の外側から囲繞する外筒体１３を備えたリング部材１４と、内筒体１２
と外筒体１３の間にタイヤ周方向に沿って複数配置された、両筒体１２，１３同士を連結
する連結部材１５と、リング部材１４の外周を一体的に覆う加硫ゴムからなるトレッド部
材１６とを備える。
　ここで、取付け体１１、内筒体１２、外筒体１３、及びトレッド部材１６は、それぞれ
共通軸と同軸に、また、タイヤ幅方向の中央部を互いに一致させて配置されており、この
共通軸を軸線Ｏ、軸線Ｏに直交する方向をタイヤ径方向、軸線Ｏ回りに周回する方向をタ
イヤ周方向という。
【００３０】
　取付け体１１は、車軸の先端部が装着される装着筒部１７と、装着筒部１７をタイヤ径
方向の外側から囲繞する外リング部１８と、装着筒部１７と外リング部１８とを連結する
複数のリブ１９とを備えている（図１，２参照）。
　装着筒部１７、外リング部１８、及びリブ１９は、例えばアルミニウム合金等の金属材
料で一体に形成されている。装着筒部１７及び外リング部１８はそれぞれ、円筒状に形成
され軸線Ｏと同軸に配設されている。複数のリブ１９は、周方向に同等の間隔をあけて配
置されている。
【００３１】
　連結部材１５は、リング部材１４における内筒体１２と外筒体１３とを互いに連結する
第１弾性連結板２１及び第２弾性連結板２２を備えている。第１弾性連結板２１は、一方
のタイヤ幅方向の位置にタイヤ周方向に沿って複数配置され、第２弾性連結板２２は、一
方のタイヤ幅方向の位置とは異なる他方のタイヤ幅方向の位置にタイヤ周方向に沿って複
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数配置されている。第１弾性連結板２１と第２弾性連結板２２は、合わせて、例えば６０
個設けられている。
【００３２】
　即ち、第１弾性連結板２１は、タイヤ幅方向における同一の位置にタイヤ周方向に沿っ
て複数配置され、第２弾性連結板２２は、第１弾性連結板２１からタイヤ幅方向に離れた
同一のタイヤ幅方向の位置にタイヤ周方向に沿って複数配置されている。
　なお、複数の連結部材１５は、リング部材１４における内筒体１２と外筒体１３との間
において、軸線Ｏを基準に軸対称となる位置に各別に配置されている。また、全ての連結
部材１５は互いに同形同大となっている。さらに、連結部材１５の幅は外筒体１３のタイ
ヤ幅方向幅より小さくなっている。
【００３３】
　そして、タイヤ周方向で隣り合う第１弾性連結板２１同士は互いに非接触とされ、タイ
ヤ周方向で隣り合う第２弾性連結板２２同士も互いに非接触となっている。さらに、タイ
ヤ幅方向で隣り合う第１弾性連結板２１及び第２弾性連結板２２同士も互いに非接触とな
っている。
　なお、第１弾性連結板２１及び第２弾性連結板２２それぞれの幅は互いに同等になって
いる。また、第１弾性連結板２１及び第２弾性連結板２２それぞれの厚さも互いに同等に
なっている。
【００３４】
　ここで、第１弾性連結板２１の内、外筒体１３に連結された一端部２１ａは、内筒体１
２に連結された他端部２１ｂよりもタイヤ周方向の一方側に位置し、第２弾性連結板２２
の内、外筒体１３に連結された一端部２２ａは、内筒体１２に連結された他端部２２ｂよ
りもタイヤ周方向の他方側に位置している。
　また、第１弾性連結板２１及び第２弾性連結板２２の各一端部２１ａ、２２ａは、外筒
体１３の内周面において、タイヤ幅方向の位置を互いに異ならせて、タイヤ周方向におけ
る同一の位置に連結されている。
【００３５】
　図示の例では、第１弾性連結板２１及び第２弾性連結板２２それぞれにおいて、一端部
２１ａ、２２ａと他端部２１ｂ、２２ｂとの間に位置する中間部分２１ｃ、２２ｃに、タ
イヤ周方向に湾曲する湾曲部２１ｄ～２１ｆ、２２ｄ～２２ｆが、このタイヤ１０をタイ
ヤ幅方向から見たタイヤ側面視で、連結板２１、２２が延びる方向に沿って複数形成され
ている。両連結板２１、２２それぞれにおいて、複数の湾曲部２１ｄ～２１ｆ、２２ｄ～
２２ｆの内、前述の延びる方向で互いに隣り合う各湾曲部２１ｄ～２１ｆ、２２ｄ～２２
ｆの湾曲方向は、互いに逆向きになっている。
【００３６】
　第１弾性連結板２１に形成された複数の湾曲部２１ｄ～２１ｆは、タイヤ周方向の他方
側に向けて突となるように湾曲した第１湾曲部２１ｄと、第１湾曲部２１ｄと一端部２１
ａとの間に位置し、且つタイヤ周方向の一方側に向けて突となるように湾曲した第２湾曲
部２１ｅと、第１湾曲部２１ｄと他端部２１ｂとの間に位置し、且つタイヤ周方向の一方
側に向けて突となるように湾曲した第３湾曲部２１ｆと、を有している。
【００３７】
　第２弾性連結板２２に形成された複数の湾曲部２２ｄ～２２ｆは、タイヤ周方向の一方
側に向けて突となるように湾曲した第１湾曲部２２ｄと、第１湾曲部２２ｄと一端部２２
ａとの間に位置し、且つタイヤ周方向の他方側に向けて突となるように湾曲した第２湾曲
部２２ｅと、第１湾曲部２２ｄと他端部２２ｂとの間に位置し、且つタイヤ周方向の他方
側に向けて突となるように湾曲した第３湾曲部２２ｆと、を有している。
　図示の例では、第１湾曲部２１ｄ、２２ｄは、第２湾曲部２１ｅ、２２ｅ及び第３湾曲
部２１ｆ、２２ｆよりも、タイヤ側面視の曲率半径が大きくなっている。なお、第１湾曲
部２１ｄ、２２ｄは、第１弾性連結板２１及び第２弾性連結板２２の延びる方向における
中央部に配置されている。
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【００３８】
　更に、両弾性連結板２１、２２の各長さは互いに同等とされている。また、両弾性連結
板２１、２２の各他端部２１ｂ、２２ｂは、図２に示すように、タイヤ側面視で、内筒体
１２の外周面において、各一端部２１ａ、２２ａとタイヤ径方向で対向する位置から軸線
Ｏを中心にタイヤ周方向における他方側及び一方側にそれぞれ同じ角度（例えば２０°以
上１３５°以下）ずつ離れた各位置に、各別に連結されている。また、第１弾性連結板２
１及び第２弾性連結板２２それぞれの第１湾曲部２１ｄ、２２ｄ同士、第２湾曲部２１ｅ
、２２ｅ同士、並びに第３湾曲部２１ｆ、２２ｆ同士は互いに、タイヤ周方向に突となる
向きが逆で、かつ大きさが同等になっている。
【００３９】
　これにより、各連結部材１５のタイヤ側面視の形状は、図２において実線で強調して描
いた、一組の第１弾性連結板２１及び第２弾性連結板２２に示すように、タイヤ径方向に
沿って延在し、且つ両連結板２１，２２の各一端部２１ａ，２２ａを通る仮想線Ｌに対し
て線対称となっている。
　また、両弾性連結板２１，２２それぞれにおいて、前述した延びる方向の中央部から一
端部２１ａ，２２ａにわたる一端側部分は、中央部から他端部２１ｂ，２２ｂにわたる他
端側部分よりも厚さが大きくなっている。これにより、連結部材１５の重量の増大を抑え
たり、連結部材１５の柔軟性を確保したりしながら、第１、第２弾性連結板２１，２２に
おいて大きな負荷がかかり易い一端側部分の強度を高めることができる。なお、これらの
一端側部分と他端側部分とは段差なく滑らかに連なっている。
【００４０】
　なお、リング部材１４は、タイヤ幅方向の一方側に位置する一方側分割リング部材と、
タイヤ幅方向の他方側に位置する他方側分割リング部材とに、例えばタイヤ幅方向の中央
部で分割されていてもよい。この場合、一方側分割リング部材は第１弾性連結板２１と、
他方側分割リング部材は第２弾性連結板２２と、それぞれ一体に形成しても良く、更に、
一方側分割リング部材及び第１弾性連結板２１、並びに他方側分割リング部材及び第２弾
性連結板２２は、それぞれ射出成形により一体に形成しても良い。
　リング部材１４は、内筒体１２が取付け体１１に外嵌された状態で、取付け体１１に固
定されている。
【００４１】
　そして、本発明の非空気入りタイヤでは、前記骨格部材が、非空気入りタイヤの前記リ
ング部材１４及び前記連結部材１５に該当し、該リング部材１４及び該連結部材１５が、
上述した芳香族ジアミン及び脂肪族ジカルボン酸を重合させてなるポリアミド樹脂を50質
量％以上、ガラス転移点が0℃以下である柔軟性成分を30質量％未満含む樹脂組成物から
なることが好ましい。
　前記リング部材１４及び前記連結部材１５を、上述した樹脂組成物から形成することで
、広い温度範囲（特に－20～60℃の範囲）において弾性率等の性能変化を抑えることがで
きるとともに、低温環境下において良好な弾性を維持でき、耐衝撃性についても向上でき
る結果、広い温度範囲での性能安定性に優れた非空気入りタイヤを提供できる。
【００４２】
　また、本発明は、前記リング部材１４及び前記連結部材１５が、前記樹脂組成物からな
ることが必要であるが、前記ケース部２０を構成する連結部材１５と前記リング部材１４
とで、異なる樹脂組成物を用いても良い。
【００４３】
　本実施形態の非空気入りタイヤ１０では、トレッド部材１６は円筒状に形成され、リン
グ部材１４の外筒体１３の外周面側を全域にわたって一体に覆っている。トレッド部材１
６は、耐磨耗性等観点から、例えば天然ゴム等を含むゴム組成物が加硫された加硫ゴムで
形成されている。
【００４４】
　次に、内筒体１２と外筒体１３同士を連結する連結部材１５の他の例を示す。
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　図３は、他の例による連結部材により連結された内筒体と外筒体を示し、（ａ）は正面
図、（ｂ）は斜視図である。図３に示すように、連結部材２３は、第１弾性連結板２１及
び第２弾性連結板２２で構成されている連結部材１５とは異なり、第１弾性連結板２１の
みで構成されている。連結部材２３を構成する第１弾性連結板２１は、内筒体１２と外筒
体１３の間にタイヤ周方向に沿って複数配置され、両筒体１２，１３同士を連結している
。その他の構成及び作用は、連結部材１５と同様である。
【００４５】
　また、本発明の非空気入りタイヤは、リング部材１４の外筒体１３、より具体的には、
少なくともリング部材１４の外筒体１３のトレッド部材１６側の外周面が、アミン化合物
によって前処理されている。図３に示すように、接着層２５は、上記のように前処理され
たリング部材１４の外筒体１３とトレッド部材１６との間に設けられて、外筒体１３とト
レッド部材１６の接合を介在しており、シアノアクリレート系接着剤を含んでいる。
【００４６】
　なお、アミン化合物によって前処理されたリング部材１４の外筒体１３とトレッド部材
１６の間に、シアノアクリレート系接着剤とアミン化合物を含む接着層２５を設ける場合
には、本実施形態では上述した合成樹脂材料によって複数の連結部材１５と一体に形成さ
れたリング部材１４と、加硫ゴムで形成されたトレッド部材１６との接合を、より確実に
行うことができる。
　ここで用いられる、シアノアクリレート系接着剤としては、例えば、株式会社スリーボ
ンドのスリーボンド（登録商標）、東亞合成株式会社のアロンアルファ（登録商標）があ
り、アミン化合物としては、例えばポリアミド、テトラメチルヘキサンジアミンがある。
【００４７】
　つまり、リング部材１４とトレッド部材１６との間に、シアノアクリレート系接着剤を
含む接着層２５を介在させることにより、接着性を改善して向上させることができる。ま
た、シアノアクリレート系接着剤による接着作用の前処理として、耐熱性の高いアミン化
合物により上述した合成樹脂材料の表面処理が行われることにより、接着部のタイヤ走行
時温度における高い接着強さをより維持することができる。即ち、上記前処理により、ト
レッド材料に対するシアノアクリレート系接着剤の接着性をより向上させることができる
。
　リング部材１４とトレッド部材１６とを接着する場合、具体的には、以下に示す方法で
行う。
【００４８】
　表面処理方法について例を挙げると、合成樹脂材料としてポリフェニレンサルファイド
を用いた場合、処理剤としてテトラメチルヘキサンジアミンをｎ－ヘキサンに溶解させ約
２％の溶液とし、接着させたい部位に刷毛で塗布後、溶剤を乾燥除去する。その後接着さ
せたいトレッド材料との間にシアノクリレート系接着剤を流し込み接着剤が硬化するのを
待つ。環境湿度や温度にもよるが硬化に要する時間は数分で充分である。
　特に、合成樹脂材料としてポリフェニレンサルファイド（ＰＰＳ）を用いた場合、特に
、困難であった、ポリフェニレンサルファイド（ＰＰＳ）と加硫ゴムからなるトレッド材
料との接着性を、アミノ基を有する化合物とシアノアクリレート系接着剤を含む接着層２
５の介在により大きく改善して向上させることができ、タイヤの必要とする走行機能を十
分確保しつつ、リング部材１４とトレッド部材１６との接合を特に確実に行うことができ
る。
【００４９】
　この接着層２５における接着強度は、接着剤－剛性被着材の引張せん断接着強さ試験方
法（ＪＩＳＫ６８５０）に準じて測定された場合、温度２５℃では１．０ＭＰａ以上であ
るのが好ましい。これにより、温度２５℃において十分な接着強度を確保し、且つ、その
接着強度をより維持することができる。
　この接着層２５における接着強度は、接着剤－剛性被着材の引張せん断接着強さ試験方
法（ＪＩＳＫ６８５０）に準じて測定された場合、温度８０℃では０．３ＭＰａ以上であ
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るのが好ましく、０．６ＭＰａ以上であれば、より好ましい。これにより、温度８０℃、
即ち、タイヤ走行高温時において十分な接着強度を確保し、且つ、その接着強度をより維
持することができる。
【００５０】
（空気入りタイヤ）
　次に、本発明の空気入りタイヤについて説明する。
　本実施形態のタイヤは、リムに装着された環状のタイヤ骨格体（図４（ａ）ではタイヤ
ケース２３）と、該タイヤ骨格体の外周に配設された補強コード層１２８とを備える空気
入りタイヤであり、図４（ａ）に示すように、従来一般のゴム製の空気入りタイヤと略同
様の断面形状を呈している。
【００５１】
　より具体的には、本発明の空気入りタイヤは、図４（ａ）に示すように、リム１２０の
ビードシート１２１及びリムフランジ１２２に接触する一対のビード部１１２（図４（ｂ
）参照）、ビード部１１２からタイヤ径方向外側に延びるサイド部１１４、一方のサイド
部１１４のタイヤ径方向外側端と他方のサイド部１１４のタイヤ径方向外側端とを連結す
るクラウン部１１６（外周部）からなる環状のタイヤケース１２３（タイヤ骨格体の一例
）を備えている。
【００５２】
　ここで、本発明の空気入りタイヤでは、前記骨格部材が、空気入りタイヤのタイヤ骨格
体（図４（ａ）ではタイヤケース１２３）に該当し、該タイヤ骨格体が、上述した芳香族
ジアミン及び脂肪族ジカルボン酸を重合させてなるポリアミド樹脂を50質量％以上、ガラ
ス転移点が0℃以下である柔軟性成分を30質量％未満含む樹脂組成物からなることが好ま
しい。
　前記タイヤ骨格体を、上述した樹脂組成物から形成することで、広い温度範囲（特に－
20～60℃の範囲）において弾性率等の性能変化を抑えることができるとともに、低温環境
下において良好な弾性を維持でき、耐衝撃性についても向上できる結果、広い温度範囲で
の性能安定性に優れた空気入りタイヤを提供できる。
【００５３】
　なお、本実施形態のビード部１１２には、従来一般の空気入りタイヤと同様の、スチー
ルコードからなる円環状のビードコア１１８が埋設されている。しかし、本発明はこの構
成に限定されず、ビード部１２の剛性が確保され、リム１２０との嵌合に問題なければ、
ビードコア１１８は省略してもよい。なお、ビードコア１１８は、スチールコードに限定
されず、有機繊維コード等で形成されていてもよい。
【００５４】
　また、図４（ｂ）に示すように、本実施形態では、ビード部１１２のリム１２０との接
触部分、少なくともリム１２０のリムフランジ１２２と接触する部分にタイヤケース１２
３を形成する樹脂材料より軟質である材料からなる円環状のシール層１２４（シール部の
一例）が形成されている。このシール層１２４はビードシート１２１と接触する部分にも
形成されていてもよい。
【００５５】
　シール層１２４を形成する上記軟質材料としては、弾性体の一例としてのゴムが好まし
く、特に従来一般のゴム製の空気入りタイヤのビード部外面に用いられているゴムと同種
のゴムを用いることが好ましい。なお、樹脂材料のみでリム１２０との間のシール性が確
保できれば、シール層１２４を省略してもよく、また、タイヤケース１２３を形成する樹
脂材料よりも軟質である他の種類の樹脂材料を用いてもよい。
【００５６】
　図４（ａ）及び図５に示すように、クラウン部１１６には、タイヤケース２３を形成す
る樹脂材料よりも剛性が高い補強コード１２６が、タイヤケース１２３の軸方向に沿った
断面視で、少なくとも一部が埋設された状態で螺旋状に巻回されて補強コード層１２８（
図５で破線で示す）が形成されている。また、補強コード１２６は、埋設された部分が樹
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脂材料と密着した状態となっている。さらに、補強コード１２６は、金属繊維や有機繊維
等のモノフィラメント（単線）、又はこれらの繊維を撚ったマルチフィラメント（撚り線
）などを用いるとよい。なお、本実施形態の補強コード２６はスチール繊維を撚ったスチ
ールコードである。また、補強コード１２６の埋設量Ｌは、補強コード１２６の直径Ｄの
１／５以上であれば好ましく、１／２を超えることがさらに好ましい。そして、補強コー
ド１２６全体がクラウン部１１６に埋設されることが最も好ましい。補強コード１２６の
埋設量Ｌが、補強コード１２６の直径Ｄの１／２を超えると、補強コード２６が寸法上、
埋設部から飛び出し難くなる。また、補強コード１２６全体がクラウン部１１６に埋設さ
れると、表面（外周面）がフラットになり、上に部材が載置されてもエア入りし難くなる
。なお、補強コード層１２８は、従来のゴム製の空気入りタイヤのカーカスの外周面に配
置されるベルトに相当するものである。
【００５７】
　補強コード層１２８のタイヤ径方向外周側には、タイヤケース１２３を形成している樹
脂材料よりも耐摩耗性に優れた材料、例えばゴムからなるトレッド１３０が配置されてい
る。このトレッド１３０に用いるゴムは、従来のゴム製の空気入りタイヤに用いられてい
るゴムと同種のゴムを用いることが好ましい。なお、トレッド１３０の代わりに、タイヤ
ケース１２３を形成する樹脂材料よりも耐摩耗性に優れる他の種類の樹脂材料で形成した
トレッドを用いてもよい。また、トレッド１３０には、従来のゴム製の空気入りタイヤと
同様に、路面との接地面に複数の溝からなるトレッドパターンが形成されている。
【００５８】
　なお、本発明の空気入りタイヤでは、前記タイヤケース１２３のクラウン部１６の外周
面に熱可塑性材料よりも剛性が高い補強コード１２６が周方向へ螺旋状に巻回されている
ことから、耐パンク性、耐カット性、及びタイヤ１０の周方向剛性の向上が可能となる。
　なお、タイヤの周方向剛性が向上することで、熱可塑性材料で形成されたタイヤケース
１２３のクリープが防止される。
【００５９】
　また、タイヤケース１２３の軸方向に沿った断面視（図４に示される断面）で、熱可塑
性材料で形成されたタイヤケース１２３のクラウン部１１６の外周面に補強コード１２６
の少なくとも一部が埋設され且つ熱可塑性材料に密着していることから、製造時のエア入
りが抑制されており、走行時の入力などによって補強コード１２６が動くのが抑制される
。これにより、補強コード１２６、タイヤケース１２３、及びトレッド１３０に剥離など
が生じるのが抑制され、タイヤの耐久性が向上する。
【００６０】
　また、図５に示すように、補強コード１２６の埋設量Ｌが直径Ｄの１／５以上となって
いる場合には、製造時のエア入りが効果的に抑制されており、走行時の入力などによって
補強コード１２６が動くのがさらに抑制される。
　さらに、タイヤケース１２３のクラウン部１１６に補強コード１２６が螺旋状に巻回さ
れていることから、タイヤ径方向内側からの空気圧に対する剛性が向上する。
【００６１】
　なお、路面と接触するトレッド１３０を熱可塑性材料よりも耐摩耗性のあるゴム材で構
成していることから、タイヤ１０の耐摩耗性が向上することもできる。さらに、ビード部
１１２には、金属材料からなる環状のビードコア１１８が埋設されていることから、従来
のゴム製の空気入りタイヤと同様に、リム１２０に対してタイヤケース１２３、すなわち
タイヤが強固に保持される。
【００６２】
　ビード部１１２のリム１２０と接触する部分には、熱可塑性材料よりも軟質である材料
からなるシール層１２４が設けられている。このシール層１２４を構成する材料は、タイ
ヤケース１２３を構成する熱可塑性材料よりも軟質、つまり、反発弾性を有していること
からタイヤとリム１２０との間の気密性が向上し、シール性が向上する。これにより、リ
ム１２０と熱可塑性材料とでシールする場合と比較して、タイヤ内の空気漏れがより一層
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抑制される。また、シール層１２４を設けることでリムフィット性も向上する。
【実施例】
【００６３】
　以下に、実施例を挙げて本発明をさらに詳しく説明するが、本発明は下記の実施例に何
ら限定されるものではない。
【００６４】
（樹脂組成物の樹脂成分）
　実施例及び比較例のサンプルとなる非空気入りタイヤのケース部を構成する樹脂組成物
の樹脂成分１～６を用意した。樹脂１～６の構成について表１に示す。
【表１】

【００６５】
（樹脂組成物の柔軟性成分）
　実施例及び比較例のサンプルとなる非空気入りタイヤのケース部を構成する柔軟性成分
Ａ～Ｇを用意した。柔軟性成分Ａ～Ｇの構成について表２に示す。
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【表２】

【００６６】



(14) JP 2017-13681 A 2017.1.19

10

20

＜実施例１～９及び比較例１～６＞
　サンプルとなる非空気入りタイヤを作製した。サンプルの非空気入りタイヤは、いずれ
もタイヤサイズが１５５／６５Ｒ１３であり、それらの構造は、図１及び図２に示したも
のである。
　各サンプルの非空気入りタイヤについては、ケース部を構成する材料が異なるだけであ
り、その他の部材については、同様のものを用いた。ケース部を構成する樹脂組成物に含
有される材料の種類及びその含有量、並びに、樹脂組成物の海－島構造については、表３
に示す。
【００６７】
＜評価＞
　作製した各サンプルの非空気入りタイヤについて、以下の評価を行った。
【００６８】
（１）縦バネ（柔軟性）
　各サンプルについて、アムスラー試験機によって650Nの荷重を掛けることによって、縦
バネを測定した。
　縦バネについては、－20℃、23℃、60℃の条件で測定し、23℃を100としたときの指数
値で表示した（表３）。当該指数値については、大きいほど弾性が良好であることを示す
。また、－20℃と60℃の指数値の差（Δ-20～60℃）を算出して表示した。なお、指数値
の差については、小さいほど安定性が高いことを示す。
【００６９】
（２）突起乗り越し耐久性（耐久性）
　　各サンプルについて、ドラム耐久試験機に直径20mmの半円状の突起を取り付け、650N
の荷重を掛け、50km/hで走行させたときの故障に至るまでの走行距離を測定することによ
って、突起乗り越し耐久性を測定した。
　突起乗り越し耐久性については、－20℃、40℃の条件で測定し、40℃を100としたとき
の指数値で表示した（表３）。当該指数値については、大きいほど耐久性が高いことを示
す。
【００７０】
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【表３】

【００７１】
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　表３の結果から、各実施例のサンプルは、各比較例のサンプルに比べて、広い温度範囲
での弾性及び耐久性に優れることがわかった。また、無水マレイン酸又はエポキシ末端ア
クリル酸エステルを共重合又はグラフトした柔軟性成分を用いたサンプルについては、耐
久性がさらに大きく優れることがわかった。
【産業上の利用可能性】
【００７２】
　本発明によれば、広い温度範囲での性能安定性の向上したタイヤを提供することができ
る。
【符号の説明】
【００７３】
　１０　非空気入りタイヤ、　１１　取付け体、　１２　内筒体、　１３　外筒体、　１
４　リング部材、　１５　連結部材、　１６　トレッド部材、　１７　装着筒部、　１８
　外リング部、　１９　リブ、　２１　第１弾性連結板、　２１ａ　一端部、　２１ｂ　
他端部、　２１ｃ、２２ｃ　中間部分、　２１ｄ～２１ｆ　湾曲部、　２２　第２弾性連
結板、　２２ａ　一端部、　２２ｂ　他端部、　２２ｄ～２２ｆ　湾曲部、　２５　接着
層、　１１２ ビード部、　１１６ クラウン部（外周部）、　　１１８ ビードコア、　
１２０ リム、　１２１ ビードシート、　１２２ リムフランジ、　１２３ タイヤケース
（タイヤ骨格体）、　１２４ シール層（シール部）、　１２６ 補強コード（補強コード
部材）、　１２８ 補強コード層、　１３０ トレッド、　Ｄ 補強コードの直径（補強コ
ード部材の直径）、　Ｌ 補強コードの埋設量（補強コード部材の埋設量）

【図１】 【図２】
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【図５】
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